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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第５部門第２区分
【発行日】令和2年12月24日(2020.12.24)

【公開番号】特開2020-76504(P2020-76504A)
【公開日】令和2年5月21日(2020.5.21)
【年通号数】公開・登録公報2020-020
【出願番号】特願2020-12302(P2020-12302)
【国際特許分類】
   Ｆ１６Ｌ  59/02     (2006.01)
   Ｅ０４Ｂ   1/94     (2006.01)
   Ｅ０４Ｂ   1/80     (2006.01)
   Ｂ３２Ｂ   5/02     (2006.01)
   Ｂ３２Ｂ   5/26     (2006.01)
   Ｂ３２Ｂ   7/022    (2019.01)
   Ｂ３２Ｂ  27/12     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｆ１６Ｌ   59/02     　　　　
   Ｅ０４Ｂ    1/94     　　　Ｖ
   Ｅ０４Ｂ    1/80     １００Ｐ
   Ｂ３２Ｂ    5/02     　　　Ｂ
   Ｂ３２Ｂ    5/26     　　　　
   Ｂ３２Ｂ    7/022    　　　　
   Ｂ３２Ｂ   27/12     　　　　

【手続補正書】
【提出日】令和2年11月9日(2020.11.9)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無機繊維を含む第１断熱材と、
　無機繊維を含み、前記第１断熱材より、６００℃における熱伝導率が低く、圧縮率２５
％における圧縮応力が高い第２断熱材との積層物を含む積層断熱材であって、
　前記第１断熱材の６００℃における熱伝導率が０．１３Ｗ／（ｍ・Ｋ）以上であり、前
記第２断熱材の６００℃における熱伝導率が０．１３Ｗ／（ｍ・Ｋ）以下であり、
　前記第１断熱材の積層方向の厚さをＡ、前記第２断熱材の積層方向の厚さをＢとしたと
き、前記ＡとＢの比が以下の式（１）を満たし、かつ、Ｂが１０ｍｍ以下であることを特
徴とする積層断熱材。
　　　　　　　　　１＜Ａ／Ｂ＜５　　　（１）
【請求項２】
　前記積層断熱材の密度が８０ｋｇ／ｍ３以上２００ｋｇ／ｍ３未満である請求項１に記
載の積層断熱材。
【請求項３】
　前記第２断熱材が無機繊維を２０～７０重量％含む請求項１又は２に記載の積層断熱材
。
【請求項４】
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　耐火構造として用いられる請求項１乃至３の何れか一項に記載の積層断熱材。
【請求項５】
　前記第１断熱材の圧縮率２５％における圧縮応力は５０ｋＰａ以下であり、前記第２断
熱材の圧縮率２５％における圧縮応力は１００ｋＰａ以上である請求項１乃至４の何れか
一項に記載の積層断熱材。
【請求項６】
　前記第１断熱材の積層方向の厚さＡが１０ｍｍを超え、
　前記積層断熱材の積層方向の厚さが３０ｍｍ未満である請求項１乃至５の何れか一項に
記載の積層断熱材。
【請求項７】
　前記第１断熱材の引張強さが横寸法５０ｍｍ、厚さ２５ｍｍ及び測定荷重３５．０Ｎか
ら算出される０．０２８Ｎ／ｍｍ２以上であり、前記第２断熱材の引張強さが横寸法２５
ｍｍ、厚さ１０ｍｍ及び測定荷重５００Ｎから算出される２Ｎ／ｍｍ２以下であり、前記
積層断熱材の引張強さは、横寸法２５ｍｍ、厚さ１７．５ｍｍ及び測定荷重８００Ｎから
算出される１.８Ｎ／ｍｍ２から横寸法２５ｍｍ、厚さ１７．５ｍｍ及び測定荷重２００
０Ｎから算出される４．６Ｎ／ｍｍ２である請求項１乃至６の何れか一項に記載の積層断
熱材。
【請求項８】
　前記積層断熱材を外径３３．３ｍｍの管に巻きつけ、前記積層断熱材の内面の少なくと
も一部が前記管の外面と接しているとき、前記積層断熱材の内面と前記管の外面との最大
離隔距離が１０ｍｍ未満である請求項１乃至７の何れか一項に記載の積層断熱材。
【請求項９】
　前記積層物を包装する包装材を備え、前記包装材は、前記第１断熱材と前記第２断熱材
より、引張強さが高い請求項１乃至８の何れか一項に記載の積層断熱材。
【請求項１０】
　前記包装材が、片面が樹脂コートされたシリカクロスである請求項９に記載の積層断熱
材。
【請求項１１】
　無機繊維を含み、厚さＡを有する第１断熱材と、
　無機繊維を含み、前記第１断熱材より、６００℃における熱伝導率が低く、圧縮率２５
％における圧縮応力が高い第２断熱材であって、１０ｍｍ以下である厚さＢを有し、前記
ＡとＢの比が以下の式（１）を満たす第２断熱材とを、
　積層することを、含み、
　前記第１断熱材の６００℃における熱伝導率が０．１３Ｗ／（ｍ・Ｋ）以上であり、前
記第２断熱材の６００℃における熱伝導率が０．１３Ｗ／（ｍ・Ｋ）以下である、積層断
熱材の製造方法。
　　　　　　　　　１＜Ａ／Ｂ＜５　　　（１）
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